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（「過剰」－「不足」単位：％ポイント）

第14図 雇用人員判断D.I.の推移

第17図 労働時間

第15図 産業別雇用調整実施事業所割合の推移

第16図 賃金
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資料出所 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

(注) 産業計、事業所規模５人以上

（前年同期
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(注) 産業計、事業所規模５人以上
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資料出所 厚生労働省「労働経済動向調査」
（注）日本標準産業分類の改訂により2003年10～12月期以降については、調査対象産業区分が変更となっており、産業別の数値については、接続しない点に留意する必要がある。

資料出所 日本銀行「全国企業短期経済観測調査」

(注) 1)2004年３月調査より調査方法が変更（調査対象企業の拡充、企業規模分類の変更等）となっており、調査方法変更前と変更後の計数は接続していない。

2003年12月は調査方法変更前の数値とともに調査方法変更後の参考値を掲 げている。
2)2007年3月調査及び2010年３月調査において調査対象企業が変更となっており、調査対象企業変更前と変更後の係数は接続していない。
2006年12月・2009年12月は調査対象企業変更前の数値とともに調査対象企業変更後の参考値を掲げている。

（前年同期比・％）
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